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安全理事会第 1540(2004)号决议 

所设委员会 

 

  2005 年 9 月 13 日摩洛哥王国常驻联合国代表团给委员会主席的普通 

照会 
 
 

 摩洛哥王国常驻联合国代表团向安全理事会第 1540（2004）号决议所设委员

会主席致意，并就委员会主席 2005 年 7 月 5 日的信提出回复。 

 摩洛哥王国常驻联合国代表团谨应委员会的要求转递进一步资料（见附件），

以补充摩洛哥王国 2004 年 10 月 28 日提交的报告。 
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  2005年9月13日摩洛哥王国常驻联合国代表团给委员会主席的普通照会

的附件 
 

 

执行部分第 1 段和执行部分第 5、第 6、第 8(a)、(b)和(c)段以及执行部分第 10 段的有关事项 

国家：摩洛哥 

[原件：英文/法文] 
 

贵国是否作出过如下声明，或者是

否是如下公约、条约及安排的缔约

国或成员国？ 是 

如果“是”,请指出有关资料(即签署、加

入、批准、生效等) 备注(资料所涉报告英文本页码或相关官方网站) 

1 关于不拥有大规模毁

灭性武器的一般性声

明 

X 摩洛哥既不拥有也不研制任

何大规模毁灭性武器或产品 

1540 国家报告第 3 页，第 9 段。 

2 关于承诺裁军和不扩

散的一般性声明 

X 承诺致力于国际社会牵头的

打击恐怖主义及大规模毁灭

性武器的战斗 

签署并批准了与大规模毁灭

性武器有关的所有多边文书 

承诺致力于全面彻底裁军 

支持联合国大会关于核裁军

及不扩散的决议 

1540 国家报告第 2 页。 

 

 

1540 国家报告第 3 页。 

不扩散条约执行报告第 1 页。 

不扩散条约执行报告第 1 页。 

不扩散条约执行报告第 2 页 

3 关于不向非国家行为

者提供大规模毁灭性

武器及有关材料的一

般性声明 

X 拟订规范防止向非国家行为

者贩运大规模毁灭性武器所

需设备及材料 

承诺执行第 1373 号决议 

不扩散条约执行报告 

致力补充现有法律，以防止大

规模毁灭性武器向非国家行

为者扩散 

1540 国家报告第 2 页。 

 

 

1540 国家报告第 2 页。 

不扩散条约执行报告第 2 页。 

不扩散条约执行报告第 2 页。 

4 《生物武器公约》 X 2002 年 3 月 21 日批准 1540 国家报告第 3 页。 

5 《化学武器公约》 X 1995 年 12 月 13 日批准 1540 国家报告第 3 页。 

6 《不扩散核武器条

约》(《不扩散条约》) 

X 1970 年 11 月 27 日批准 1540 国家报告第 3 页。 

不扩散条约执行报告第 1 页。 
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贵国是否作出过如下声明，或者是

否是如下公约、条约及安排的缔约

国或成员国？ 是 

如果“是”,请指出有关资料(即签署、加

入、批准、生效等) 备注(资料所涉报告英文本页码或相关官方网站) 

7 《全面禁止核试验条

约》(《全面禁试条

约》) 

X 2000 年 4 月 17 日批准 1540 国家报告第 3 页。 

不扩散条约执行报告第 2 页。 

8 《核材料实物保护公

约》 

X 2002 年 7 月 23 日批准 1540 国家报告第 3 页。 

不扩散条约执行报告第 2 页。 

9 《海牙行为准则》 X 2002 年 11 月 25 日签署 1540 国家报告第 3 页。 

10 1925 年《日内瓦议定

书》 

X 1970 年 10 月 7 日批准 http://disarmament.un.org:8080/ 

TreatyStatus.nsf  

11 国际原子能机构(原

子能机构) 

X 1957 年 9 月 17 日批准 http://www.iaea.org/About/Policy/ 

Memberstates 

12 无核武器区/议定书 X 佩林达巴条约，签署于 1996

年 4 月 11 日 

http://disarmament.un.org:8080/ 

TreatyStatus.nsf 

13 其他公约/条约 X 《关于在可塑炸药中添加识

别剂以便侦测的公约》 

1 540 国家报告第 4 页。 

14 其他安排 X 见附表 1  

15 其他    
 
 

执行部分第 2 段：生物武器 

国家：摩洛哥 

国家法律框架 执行：民事/刑事处罚及其他处罚  
贵国是否制定法律，禁止个

人或实体参与以下活动？是

否规定了对违法者的处罚？ 是 

如果“是”，请指出国家执行法律的

法源文件 是 如果“是”,请指出法源文件 备注 

1 制造/生产 X  

 

 

 

 

1914 年 4 月 14 日诏令 

第 03-03 号法(反恐怖主

义法) 

X  

 

 

 

 

1914 年 4 月 14 日诏令

第 03-03 号法(反恐怖

主义法) 

摩洛哥不生产生物武器。

摩洛哥法律禁止大规模

毁灭性武器的生产(1540

国家报告第 3 页，第 9

段。) 

1540 国家报告第 5 页。 
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国家法律框架 执行：民事/刑事处罚及其他处罚  
贵国是否制定法律，禁止个

人或实体参与以下活动？是

否规定了对违法者的处罚？ 是 

如果“是”，请指出国家执行法律的

法源文件 是 如果“是”,请指出法源文件 备注 

2 获取 X 1914 年 1 月 14 日诏令 

1937 年 3 月 31 日诏令 

1992 年 12 月 2 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令 

X 1914 年 1 月 14 日诏令

1937 年 3 月 31 日诏令

1992 年 12 月 2 日诏令

1954 年 1 月 30 日诏令

1540 国家报告第 5 页。 

3 拥有 X 1937 年 3 月 31 日诏令 

第 03-03 号法(反恐怖主

义法) 

X 1937 年 3 月 31 日诏令

第 03-03 号法(反恐怖

主义法) 

 

1540 国家报告第 4 页。 

4 囤积/储存 X 1937 年 3 月 31 日诏令 

1954 年 1 月 30 日法令 

1954 年 12 月 29 日法令 

X 1937 年 3 月 31 日诏令

1954 年 1 月 30 日法令

1954 年 12 月 29 日法令 

1540 国家报告第 5 页。 

5 研制 X  

 

1914 年 4 月 14 日诏令 

第 03-03 号法(反恐怖主

义法) 

X  

 

1914 年 4 月 14 日诏令

第 03-03 号法(反恐怖

主义法) 

摩洛哥法律禁止大规模

毁灭性武器的研制。 

1540 国家报告第 5 页。 

6 运输 X 1936 年 3 月 11 日诏令 

1938 年 3 月 2 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令 

第 03-03 号法(反恐怖主

义法) 

X 1936 年 3 月 11 日诏令

1938 年 3 月 2 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令

第 03-03 号法(反恐怖

主义法) 

1540 国家报告第 5 页。 

7 转让 X 1914 年 4 月 14 日诏令 

1936 年 3 月 11 日诏令 

1937 年 3 月 31 日诏令 

X 1914 年 4 月 14 日诏令

1936 年 3 月 11 日诏令

1937 年 3 月 31 日诏令

 

8 使用 X 1914 年 4 月 14 日诏令 

1932 年 1 月 2 日诏令 

第 03-03 号法(反恐怖主

义法) 

X 1914 年 4 月 14 日诏令

1932 年 1 月 2 日诏令 

第 03-03 号法(反恐怖

主义法) 

1540 国家报告第 5 页。 
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国家法律框架 执行：民事/刑事处罚及其他处罚  
贵国是否制定法律，禁止个

人或实体参与以下活动？是

否规定了对违法者的处罚？ 是 

如果“是”，请指出国家执行法律的

法源文件 是 如果“是”,请指出法源文件 备注 

9 作为共犯参与上

述活动 

X 1914 年 4 月 14 日诏令 

1936 年 3 月 11 日诏令 

1937 年 3 月 31 日诏令 

X 1914 年 4 月 14 日诏令

1936 年 3 月 11 日诏令

1937 年 3 月 31 日诏令

 

10 协助上述活动 X 1932 年 1 月 2 日诏令 

1936 年 3 月 11 日诏令 

1938 年 3 月 2 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令 

1954 年 12 月 29 日诏令 

X 1932 年 1 月 2 日诏令 

1936 年 3 月 11 日诏令

1938 年 3 月 2 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令

1954 年 12 月 29 日诏令 

 

 

11 资助上述活动 X 1992 年 12 月 2 日诏令 

第 03-03 号法(反恐怖主

义法) 

X 1992 年 12 月 2 日诏令

第 03-03 号法(反恐怖

主义法) 

 

12 与运载工具有关

的上述活动 

X  X   

13 非国家行为者参

与上述活动 

X  X   

14 其他 X 1958 年 9 月 2 日关于制止

违反武器、弹药及爆炸装

置法行为的诏令 

拟订国家措施，禁止并防

止在摩洛哥国家领土或任

何属于摩洛哥管辖或控制

的地方制造、储存、获取

或保存毒剂、武器及运载

工具 

   

 

 *
 经 1941 年 5 月 26 日诏令、1941 年 7 月 8日诏令、1949 年 2 月 19 日诏令、1954 年 9 月 18 日诏令以及 1955 年 9 月 3日诏

令修改。 
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执行部分第 2 段：化学武器 

国家：摩洛哥 

国家法律框架 执行：民事/刑事处罚及其他处罚贵国是否制定法律，禁

止个人或实体参与以下

活动？是否规定了对违

法者的处罚？ 是 

如果“是”，请指出国家执

行法律的法源文件 是 如果“是”,请指出法源文件 备注 

1 制造/生产 X 1914年4月14日关于爆

炸物制造的诏令 

第03-03号法(反恐怖主

义法) 

X 1914 年 4 月 14 日关于爆

炸物制造的诏令 

第 03-03 号法(反恐怖主

义法) 

摩洛哥不生产化学武器。

摩洛哥法律禁止大规模毁

灭性武器的生产(1540 国

家报告第 3页,第 9段。)

1540 国家报告第 5 页 

2 获取 X 1914 年 1 月 14 日诏令

1937 年 3 月 31 日诏令

1992 年 12 月 2 日诏令

1954 年 1 月 30 日诏令

X 1914 年 1 月 14 日诏令 

1937 年 3 月 31 日诏令 

1992 年 12 月 2 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令 

1540 国家报告第 5 页 

3 拥有 X 1937 年 3 月 31 日诏令

第03-03号法(反恐怖主

义法) 

X 1937 年 3 月 31 日诏令 

第 03-03 号法(反恐怖主

义法) 

1540 国家报告第 4 页。 

4 囤积/储存 X 1937 年 3 月 31 日诏令

1954 年 1 月 30 日诏令

1954 年 12 月 29 日诏令

X 1937 年 3 月 31 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令 

1954 年 12 月 29 日诏令

 

1540 国家报告第 5 页。 

5 研制 X  

 

 

1914 年 4 月 14 日诏令

第03-03号法(反恐怖主

义法) 

X  

 

 

1914 年 4 月 14 日诏令 

第 03-03 号法(反恐怖主

义法) 

摩洛哥法律禁止大规模毁

灭性武器的生产和研制。

1540 国家报告第 5 页。 

6 运输 X 1936 年 3 月 11 日诏令

1938 年 3 月 2 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令

第03-03号法(反恐怖主

义法) 

X 1936 年 3 月 11 日诏令 

1938 年 3 月 2 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令 

第 03-03 号法(反恐怖主

义法) 

1540 国家报告第 5 页。 
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国家法律框架 执行：民事/刑事处罚及其他处罚贵国是否制定法律，禁

止个人或实体参与以下

活动？是否规定了对违

法者的处罚？ 是 

如果“是”，请指出国家执

行法律的法源文件 是 如果“是”,请指出法源文件 备注 

7 转让 X 1914 年 4 月 14 日诏令

1936 年 3 月 11 日诏令

1937 年 3 月 31 日诏令

X 1914 年 4 月 14 日诏令 

1936 年 3 月 11 日诏令 

1937 年 3 月 31 日诏令 

 

8 使用 X 1914 年 4 月 14 日诏令

1932 年 1 月 2 日诏令 

第03-03号法(反恐怖主

义法) 

1938年2月18日部长令

1939 年 7 月 4 日部长令

X 1914 年 4 月 14 日诏令 

1932 年 1 月 2 日诏令 

第 03-03 号法(反恐怖主

义法) 

1938 年 2 月 18 日部长令 

1939 年 7 月 4 日部长令

1540 国家报告第 5 页。 

9 作为共犯参与上

述活动 

X 1914 年 4 月 14 日诏令

1936 年 3 月 11 日诏令

1937 年 3 月 31 日诏令

X 1914 年 4 月 14 日诏令 

1936 年 3 月 11 日诏令 

1937 年 3 月 31 日诏令 

 

10 协助上述活动 X 1932 年 1 月 2 日诏令 

1936 年 3 月 11 日诏令

1938 年 3 月 2 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令

1954 年 12 月 29 日诏令

X 1932 年 1 月 2 日诏令 

1936 年 3 月 11 日诏令 

1938 年 3 月 2 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令 

1954 年 12 月 29 日诏令

 

11 资助上述活动 X 1992 年 12 月 2 日诏令

第03-03号法(反恐怖主

义法) 

X 1992 年 12 月 2 日诏令 

第 03-03 号法(反恐怖主

义法) 

 

12 与运载工具有关

的上述活动 

X  X   

13 非国家行为者参

与上述活动 

X  X   

14 其他 X 1958 年 9 月 2 日关于制

止违反武器、弹药及爆

炸装置法行为的诏令 
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国家法律框架 执行：民事/刑事处罚及其他处罚贵国是否制定法律，禁

止个人或实体参与以下

活动？是否规定了对违

法者的处罚？ 是 

如果“是”，请指出国家执

行法律的法源文件 是 如果“是”,请指出法源文件 备注 

   关于适用化武公约的法

律，包括 2004 年 7 月 8

日设立全国化学武器公

约适用委员会的新法令

通过后生效的禁令、公

告、检查及制裁。 

2005 年 1 月 17 日第

2-04-472 号法令设立全

国化学武器委员会。 

   

 

执行部分第 2 段——核武器 

国家：摩洛哥 

国家法律框架 执行：民事/刑事处罚及其他处罚 
贵国是否制定法律，禁止个

人或实体参与以下活动？是

否规定了对违法者的处罚？ 是 

如果“是”，请指出国家执行法律

的法源文件 是 如果“是”,请指出法源文件 备注 

1 制造/生产 X 1914 年 4 月 14 日诏令

第 03-03 号法(反恐怖

主义法) 

全国辐射防护中心 1997

年10月28日第2-97-30

号法令 

X 1914 年 4 月 14 日诏令 

第 03-03 号法(反恐怖主

义法) 

全国辐射防护中心 1997

年 10 月 28 日第 2-97-30

号法令 

摩洛哥不生产核武器。 

摩洛哥法律禁止大规模

毁灭性武器的生产(1540

国家报告第 3 页，第 9

段。) 

1540 国家报告第 5 页 

2 获取 X 1914 年 1 月 14 日诏令

1937 年 3 月 31 日诏令

1992 年 12 月 2 日诏令

1954 年 1 月 30 日诏令

全国辐射防护中心 1997

年10月28日第2-97-30

号法令 

X 1914 年 1 月 14 日诏令 

1937 年 3 月 31 日诏令 

1992 年 12 月 2 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令 

全国辐射防护中心 1997

年 10 月 28 日第 2-97-30

号法令 

1540 国家报告第 5 页 
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国家法律框架 执行：民事/刑事处罚及其他处罚 
贵国是否制定法律，禁止个

人或实体参与以下活动？是

否规定了对违法者的处罚？ 是 

如果“是”，请指出国家执行法律

的法源文件 是 如果“是”,请指出法源文件 备注 

3 拥有 X 1937 年 3 月 31 日诏令

第 03-03 号法(反恐怖

主义法) 

全国辐射防护中心 1997

年10月28日第2-97-30

号法令 

X 1937 年 3 月 31 日诏令 

第 03-03 号法(反恐怖主

义法) 

全国辐射防护中心 1997

年 10 月 28 日第 2-97-30

号法令 

1540 国家报告第 4 页。 

4 囤积/储存 X 1937 年 3 月 31 日诏令

1954 年 1 月 30 日诏令

1954 年 12 月 29 日诏令

全国辐射防护中心 1997

年10月28日第2-97-30

号法令 

X 1937 年 3 月 31 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令 

1954 年 12 月 29 日诏令

全国辐射防护中心 1997

年 10 月 28 日第 2-97-30

号法令 

1540 国家报告第 5 页 

5 研制 X 1914 年 4 月 14 日诏令

第 03-03 号法(反恐怖

主义法) 

X 1914 年 4 月 14 日诏令 

第 03-03 号法(反恐怖主

义法) 

摩洛哥法律禁止大规模毁

灭性武器的生产和研制。

1540 国家报告第 5 页。 

6 运输 X 1936 年 3 月 11 日诏令

1938 年 3 月 2 日诏令 

1954 年 12 月 29 日诏令

第 03-03 号法(反恐怖

主义法) 

全国辐射防护中心 1997

年10月28日第2-97-30

号法令 

X 1936 年 3 月 11 日诏令 

1938 年 3 月 2 日诏令 

1954 年 12 月 29 日诏令

第 03-03 号法(反恐怖主

义法) 

全国辐射防护中心 1997

年 10 月 28 日第 2-97-30

号法令 

1540 国家报告第 5 页。 

7 转让 X 1914 年 4 月 14 日诏令

1936 年 3 月 11 日诏令

1937 年 3 月 31 日诏令

全国辐射防护中心 1997

年10月28日第2-97-30

号法令 

X 1914 年 4 月 14 日诏令 

1936 年 3 月 11 日诏令 

1937 年 3 月 31 日诏令 

全国辐射防护中心 1997

年 10 月 28 日第 2-97-30

号法令 
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S/AC.44/2004/(02)/33/Add.1  

国家法律框架 执行：民事/刑事处罚及其他处罚 
贵国是否制定法律，禁止个

人或实体参与以下活动？是

否规定了对违法者的处罚？ 是 

如果“是”，请指出国家执行法律

的法源文件 是 如果“是”,请指出法源文件 备注 

8 使用 X 1914 年 4 月 14 日诏令

1932 年 1 月 2 日诏令 

第 03-03 号法(反恐怖

主义法) 

全国辐射防护中心 1997

年10月28日第2-97-30

号法令 

X 1914 年 4 月 14 日诏令 

1932 年 1 月 2 日诏令 

第 03-03 号法(反恐怖主

义法) 

全国辐射防护中心 1997

年 10 月 28 日第 2-97-30

号法令 

1540 国家报告第 5 页。 

9 作为共犯参与上

述活动 

X 1914 年 4 月 14 日诏令

1936 年 3 月 11 日诏令

1937 年 3 月 31 日诏令

X 1914 年 4 月 14 日诏令 

1936 年 3 月 11 日诏令 

1937 年 3 月 31 日诏令 

 

10 协助上述活动 X 1932 年 1 月 2 日诏令 

1936 年 3 月 11 日诏令

1938 年 3 月 2 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令

1954 年 12 月 29 日诏令

X 1932 年 1 月 2 日诏令 

1936 年 3 月 11 日诏令 

1938 年 3 月 2 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令 

1954 年 12 月 29 日诏令

  

11 资助上述活动 X 1992 年 12 月 2 日诏令

第 03-03 号法(反恐怖
主义法) 

全国辐射防护中心 1997
年10月28日第2-97-30
号法令 

X 1992 年 12 月 2 日诏令 

第 03-03 号法(反恐怖主
义法) 

全国辐射防护中心 1997
年 10 月 28 日第 2-97-30
号法令 

 

12 与运载工具有关
的上述活动 

X  X   

13 非国家行为者参
与上述活动 

X  X   

14 其他 X 1958 年 9 月 2 日关于制

止违反武器、弹药及爆

炸装置行为的诏令。 

1993 年 5 月 5 日关于设

立全国核能理事会的法

令。 
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国家法律框架 执行：民事/刑事处罚及其他处罚 
贵国是否制定法律，禁止个

人或实体参与以下活动？是

否规定了对违法者的处罚？ 是 

如果“是”，请指出国家执行法律

的法源文件 是 如果“是”,请指出法源文件 备注 

   1994 年 12 月 7 日关于

核设施授权和管制的法

令。该法令规定了核设

施许可证及管制制度，

并指定能源和矿产部作

为全国核安全管理部门

(负责核设施的许可证

颁发及管制)。 

1995 年 11 月 9 日关于

设立全国核安全委员会

(能源和矿产部下属的

咨询委员会)的法令。 

   

   全国辐射防护中心：

1997 年 10 月 28 日关于

电离辐射防护的法令。

全国核能和科技中心。

2001 年 1 月与原子能机

构协作设立直接附属于

首相的核事务常设委员

会。该委员会负责： 

- 拟订关于核及辐射安

全的法律草案； 

- 就国家安全机构的设

立问题提出建议。该

项目目前正处于最后

通过的阶段。 

   

 
 

执行部分第 3(a)和(b)段——对生物武器，包括有关材料的衡算、保安和实物保护 

国家：摩洛哥 

国家法律框架 执行：民事/刑事处罚及其他处罚 贵国制定了下列哪些措施、

程序或法律以衡算、保安或

以其他方式保护生物武器和

有关材料？是否规定了对违

法者的处罚? 是 如果“是”,请指出法源文件 是 如果“是”，请指出法源文件 备注 

1 衡算生产的措施 X    摩洛哥不生产生物武器。
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国家法律框架 执行：民事/刑事处罚及其他处罚 贵国制定了下列哪些措施、

程序或法律以衡算、保安或

以其他方式保护生物武器和

有关材料？是否规定了对违

法者的处罚? 是 如果“是”,请指出法源文件 是 如果“是”，请指出法源文件 备注 

2 衡算使用的措施      

3 衡算储存的措施      

4 衡算运输的措施      

5 其他衡算措施      

6 安全生产措施      

7 安全使用措施      

8 安全储存措施      

9 安全运输措施   X 港口：遵照国际船舶和港

口设施保安规则；商港的

设备遵照船舶自动识别

系统和船舶交管系统及

ARPA 系统标准……… 

空港：按照国际民用航空

组织标准………，执行各

种措施 

1540 国家报告第 5 和 6

页。 

10 其他安全措施 X 1954 年 1 月 30 日诏令 X 1954 年 1 月 30 日  

11 实物保护设施/

物质/运输条例 

     

12 处理生物物质设

施/人员许可证

的发放/注册 

     

13 人员可信度检查      

14 运载工具衡算/

保安/实物保护

措施 

     

15 遗传工程工作条

例 
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国家法律框架 执行：民事/刑事处罚及其他处罚 贵国制定了下列哪些措施、

程序或法律以衡算、保安或

以其他方式保护生物武器和

有关材料？是否规定了对违

法者的处罚? 是 如果“是”,请指出法源文件 是 如果“是”，请指出法源文件 备注 

16 与生物物质安全

保障相关的其他

立法/条例 

     

17 其他      
 
 

执行部分第 3(a)和(b)段——对化学武器，包括有关材料的衡算、保安和实物保护 

国家：摩洛哥 

国家法律框架 

执行：民事／刑事处罚 

及其他处罚 

贵国制定了下列哪些措施、程序或

法律以衡算、保安或以其他方式保

护化学武器和有关材料？是否规定

了对违法者的处罚? 是 如果“是”,请指出法源文件 是 如果“是”，请指出法源文件 备注 

1 衡算生产的措施     摩洛哥不生产化学武器。

2 衡算使用的措施 X 1914 年 4 月 14 日诏令 X 1914 年 4 月 14 日诏令  

3 衡算储存的措施 X 1937 年 3 月 31 日诏令

1954 年 1 月 30 日诏令

1954年 12月 29日诏令

X 1937 年 3 月 31 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令 

1954年 12月 29日诏令 

 

4 衡算运输的措施 X 1938 年 3 月 2 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令

X 1938 年 3 月 2 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令 

 

5 其他衡算措施      

6 安全生产措施      

7 安全使用措施      

8 安全储存措施 X 1954 年 1 月 30 日诏令 X 1954 年 1 月 30 日诏令  

9 安全运输措施   X 港口：遵照国际船舶和

港口设施保安规则；

商港的设备遵照船舶

自动识别系统和船舶

交管系统及 ARPA 系统

标准……… 

1540 国家报告第 5 和 6

页。 
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国家法律框架 

执行：民事／刑事处罚 

及其他处罚 

贵国制定了下列哪些措施、程序或

法律以衡算、保安或以其他方式保

护化学武器和有关材料？是否规定

了对违法者的处罚? 是 如果“是”,请指出法源文件 是 如果“是”，请指出法源文件 备注 

     空港：按照国际民用航

空组织标准………，执

行各种措施 

 

10 其他安全措施      

11 实物保护设施/物质/

运输条例 

     

12 发放关于化学装置/

实体/使用物质的许

可证 

     

13 人员可信度检查      

14 运载工具衡算/保安/

实物保护措施 

     

15 《化学武器公约》国

家主管当局 

X 外交和合作部    

16 向禁止化学武器组织

提交的报告表一、二

和三化学品 

X 年度公布   1540 国家报告第 3 页。

17 旧化学武器衡算、保

安和实物保护 

     

18 控制化学物质的其他

立法/条例 

     

19 其他   X 化武公约 6 次视察

(2000、2002、2003、2004

和 2005 年) 

1540 国家报告第 3 页。
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执行部分第 3(a)和(b)段——对核武器包括有关材料衡算、保安和实物保护 

国家：摩洛哥 

国家法律框架 

执行：民事/刑事处罚 

及其他处罚 

贵国制定了下列哪些措施、程序或

法律以衡算、保安或以其他方式保

护核武器和有关材料？是否规定了

对违法者的处罚? 是 如果“是”,请指出法源文件 是 如果“是”，请指出法源文件 备注 

1 衡算生产的措施 X 1971年 10月 12日关于

电 离 辐 射 防 护 的 第

005.71 号法律和 1977

年 10 月 28 日第 2-97-

30 号执行法令 

X 1971年 10月 12日关于

电 离 辐 射 防 护 的 第

005.71 号法律和 1977

年 10 月 28 日第 2-97- 

30 号执行法令 

摩洛哥不生产核武器及

核材料。 

2 衡算使用的措施 X 1971年 10月 12日关于

电 离 辐 射 防 护 的 第

005.71 号法律和 1977

年 10 月 28 日第 2-97-

30 号执行法令 

 

X 1914 年 4 月 14 日诏令 

1971年 10月 12日关于

电 离 辐 射 防 护 的 第

005.71 号法律和 1977

年 10 月 28 日第 2-97- 

30 号执行法令 

 

3 衡算储存的措施 X 1971年 10月 12日关于

电 离 辐 射 防 护 的 第

005.71 号法律和 1977

年 10 月 28 日第 2-97-

30 号执行法令 

X 1937 年 3 月 31 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令 

1954年 12月 29日诏令 

1971年 10月 12日关于

电 离 辐 射 防 护 的 第

005.71 号法律和 1977

年 10 月 28 日第 2-97- 

30 号执行法令 

 

4 衡算运输的措施 X 1938 年 3 月 2 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令

全 国 辐 射 防 护 中 心

1997 年 10 月 28 日第

2-97-30 号法令 

X 1938 年 3 月 2 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令 

全 国 辐 射 防 护 中 心

1997 年 10 月 28 日第

2-97-30 号法令 

 

5 其他衡算措施  1971年 10月 12日关于

电 离 辐 射 防 护 的 第

005.71 号法律和 1977

年 10 月 28 日第 2-97-

30 号执行法令 

1994 年 12 月 7 日法令

X 1971年 10月 12日关于

电 离 辐 射 防 护 的 第

005.71 号法律和 1977

年 10 月 28 日第 2-97- 

30 号执行法令 

1994 年 12 月 7 日法令 

报告第 4 页。 
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国家法律框架 

执行：民事/刑事处罚 

及其他处罚 

贵国制定了下列哪些措施、程序或

法律以衡算、保安或以其他方式保

护核武器和有关材料？是否规定了

对违法者的处罚? 是 如果“是”,请指出法源文件 是 如果“是”，请指出法源文件 备注 

6 安全生产措施 X 没有生产   摩洛哥不生产核武器及

核材料。 

7 安全使用措施 X 1971年 10月 12日关于

电 离 辐 射 防 护 的 第

005.71 号法律和 1977

年 10 月 28 日第 2-97-

30 号执行法令 

X 1971年 10月 12日关于

电 离 辐 射 防 护 的 第

005.71 号法律和 1977

年 10 月 28 日第 2-97- 

30 号执行法令 

报告第 4 页。 

8 安全储存措施 X 1971年 10月 12日关于

电 离 辐 射 防 护 的 第

005.71 号法律和 1977

年 10 月 28 日第 2-97-

30 号执行法令 

X 1971年 10月 12日关于

电 离 辐 射 防 护 的 第

005.71 号法律和 1977

年 10 月 28 日第 2-97- 

30 号执行法令 

报告第 4 页。 

9 安全运输措施 X 1971年 10月 12日关于

电 离 辐 射 防 护 的 第

005.71 号法律和 1977

年 10 月 28 日第 2-97-

30 号执行法令 

X 港口：遵照国际船舶和

港口设施保安规则；商

港的设备遵照船舶自

动识别系统和船舶交

管系统及 ARPA 系统标

准……… 

空港：按照国际民用航

空组织标准………，执

行各种措施 

报告第 5 和 6 页。 

10 其他安全措施  1971年 10月 12日关于

电 离 辐 射 防 护 的 第

005.71 号法律和 1977

年 10 月 28 日第 2-97-

30 号执行法令 

1994 年 12 月 7 日法令

 1971年 10月 12日关于

电 离 辐 射 防 护 的 第

005.71 号法律和 1977

年 10 月 28 日第 2-97- 

30 号执行法令 

 

 

 

 

 

报告第 4 页。 

11 实物保护设施/物质/

运输条例 

     



 

 17
 

 S/AC.44/2004/(02)/33/Add.1

国家法律框架 

执行：民事/刑事处罚 

及其他处罚 

贵国制定了下列哪些措施、程序或

法律以衡算、保安或以其他方式保

护核武器和有关材料？是否规定了

对违法者的处罚? 是 如果“是”,请指出法源文件 是 如果“是”，请指出法源文件 备注 

12 发放关于核装置/实

体/使用物质的许可

证 

X 1971年 10月 12日关于

电 离 辐 射 防 护 的 第

005.71 号法律和 1977

年 10 月 28 日第 2-97-

30 号执行法令 

1994年 12月 7日法令：

事先授权 

  报告第 4 页。 

13 人员可信度检查      

14 运载工具衡算/保安/

实物保护措施 

     

15 国家主管当局 X 能源和矿产部是颁发核

设施许可证及进行管控

的监管部门(1994 年 12

月 7 日法令)。 

全 国 辐 射 防 护 中 心

(1997 年 10 月 28 日法

令)是其他辐射活动及

来源的监管部门。 

   

16 原子能机构保障协定 X 1. 1973 年 1 月签署的

《保障协定》 

2. 2004 年 9 月签署的

《附加议定书》 

  报告第 3 页。 

17 《原子能机构放射源

安全和保安行为准

则》 

X 向原子能机构通报接受

该准则 

  报告第 3 页。 

18 原子能机构关于非法

贩运核材料和其他放

射源的数据库 

X 参加数据库方案   http://www.iaea.org/

About/Policy/GC/GC42/

Documents/gc42-17. 

html  
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国家法律框架 

执行：民事/刑事处罚 

及其他处罚 

贵国制定了下列哪些措施、程序或

法律以衡算、保安或以其他方式保

护核武器和有关材料？是否规定了

对违法者的处罚? 是 如果“是”,请指出法源文件 是 如果“是”，请指出法源文件 备注 

19 与原子能机构相关的

其他协定 

 关于核安全的所有公约   报告第 3 页。 

20 与核材料相关的其他

国家立法/条例，包括

《核材料实物保护公

约》 

X 2004年 4月同美国能源

部签署的关于实物安全

的双边协定 

  报告第 3 页。 

21 其他 X 协调中心: 

- 外交和合作部； 

- 能源和矿产部； 

- 核问题后续工作常

设委员会。 

正在敲定运输安全及废

物管理条例。2005 年 1

月 20 日通过的《核毁坏

民事责任法》。 

正在拟订核材料实物保

护法令 

   

 

执行部分第3(c)段和(d)段，以及执行部分第6段和第10段的有关事项——生物武器，包括有关材料的管制 

国家：摩洛哥 

国家法律框架 

执行：民事/刑事处罚 

及其他处罚 

贵国制定了下列哪些法律、程序、

措施或有下列哪些机构，来管制生

物武器及有关材料的过境点、进出

口及其他转让活动？是否规定了对

违法者的处罚? 是 如果“是”，请指出法源文件 是 如果“是”，请指出法源文件 备注 

1 边境管制 X 1936 年 3 月 11 日诏令

1937 年 3 月 31 日诏令

1958 年 9 月 2 日诏令 

X 1936 年 3 月 11 日诏令 

1937 年 3 月 31 日诏令 

1958 年 9 月 2 日诏令 

1540 国家报告第 4 页。
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国家法律框架 

执行：民事/刑事处罚 

及其他处罚 

贵国制定了下列哪些法律、程序、

措施或有下列哪些机构，来管制生

物武器及有关材料的过境点、进出

口及其他转让活动？是否规定了对

违法者的处罚? 是 如果“是”，请指出法源文件 是 如果“是”，请指出法源文件 备注 

2 边境管制措施的技术

支助 

  X 港口：遵照国际船舶和

港口设施保安规则；商

港的设备遵照船舶自

动识别系统和船舶交

管系统及 ARPA 系统标

准……… 

空港：按照国际民用航

空组织标准………，执

行各种措施 

报告第 5 页。 

3 控制经纪、买卖、谈

判或以其他方式协助

货物及技术销售 

X 1914 年 1 月 14 日诏令

1937 年 3 月 31 日诏令

1954 年 1 月 30 日诏令

1992 年 12 月 2 日诏令

X 1914 年 1 月 14 日诏令 

1937 年 3 月 31 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令 

1992 年 12 月 2 日诏令 

  

4 执行机构/部门      

5 实施的出口管制法律 X 1936 年 3 月 11 日诏令 X 1936 年 3 月 11 日诏令  

6 许可证颁发规定      

7 个别许可证颁发      

8 普通许可证颁发      

9 许可证颁发的例外规

定 

     

10 预期出口许可证颁发/

签证 

     

11 国家许可证颁发部门      

12 许可证颁发机构间审

查 

     

13 管制清单      
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国家法律框架 

执行：民事/刑事处罚 

及其他处罚 

贵国制定了下列哪些法律、程序、

措施或有下列哪些机构，来管制生

物武器及有关材料的过境点、进出

口及其他转让活动？是否规定了对

违法者的处罚? 是 如果“是”，请指出法源文件 是 如果“是”，请指出法源文件 备注 

14 清单的更新      

15 含有技术      

16 含有运载工具      

17 最终用户管制      

18 总括条款      

19 无形转让      

20 转口管制 X 1936 年 3 月 11 日诏令 X 1936 年 3 月 11 日诏令  

21 转运管制 X 1936 年 3 月 11 日诏令 X 1936 年 3 月 11 日诏令  

22 再出口管制      

23 供资管制      

24 运输服务管制      

25 进口管制 X 1914 年 1 月 14 日诏令

1937 年 3 月 31 日诏令

1954 年 1 月 30 日诏令

1992 年 12 月 2 日诏令

X 1914 年 1 月 14 日诏令 

1937 年 3 月 31 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令 

1992 年 12 月 2 日诏令 

  

26 域外适用      

27 其他 X 协调中心：外交和合作

部 
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执行部分第3(c)段和(d)段，以及执行部分第6段和第10段的有关事项——化学武器，包括有关材料的管制 

国家：摩洛哥 

国家法律框架 

执行：民事/刑事处罚 

及其他处罚 

贵国制定了下列哪些法律、程序、

措施或有下列哪些机构，来管制化

学武器及有关材料的过境点、进出

口及其他转让活动？是否规定了对

违法者的处罚？ 是 如果“是”，请指出法源文件 是 如果“是”，请指出法源文件 备注 

1 边境管制 X 1936 年 3 月 11 日诏令

1937 年 3 月 31 日诏令

1958 年 9 月 2 日诏令 

 

X 1936 年 3 月 11 日诏令 

1937 年 3 月 31 日诏令 

1958 年 9 月 2 日诏令 

报告第 4 页。 

2 边境管制措施的技术

支助 

  X 港口：遵照国际船舶和

港口设施保安规则；商

港的设备遵照船舶自

动识别系统和船舶交

管系统及 ARPA 系统标

准……… 

空港：按照国际民用航

空组织标准………，执

行各种措施 

报告第 5 页。 

3 控制经纪、买卖、谈

判或以其他方式协助

货物及技术销售 

X 1914 年 1 月 14 日诏令

1937 年 3 月 31 日诏令

1954 年 1 月 30 日诏令

1992 年 12 月 2 日诏令

X 1914 年 1 月 14 日诏令 

1937 年 3 月 31 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令 

1992 年 12 月 2 日诏令 

  

4 执行机构/部门      

5 实施的出口管制法律 X 1936 年 3 月 11 日诏令 X 1936 年 3 月 11 日诏令  

6 许可证颁发规定      

7 个别许可证颁发      

8 普通许可证颁发      

9 许可证颁发的例外规

定 

     

10 预期出口许可证颁发/

签证 
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国家法律框架 

执行：民事/刑事处罚 

及其他处罚 

贵国制定了下列哪些法律、程序、

措施或有下列哪些机构，来管制化

学武器及有关材料的过境点、进出

口及其他转让活动？是否规定了对

违法者的处罚？ 是 如果“是”，请指出法源文件 是 如果“是”，请指出法源文件 备注 

11 国家许可证颁发部门      

12 许可证颁发机构间审

查 

     

13 管制清单      

14 清单的更新      

15 含有技术      

16 含有运载工具      

17 最终用户管制      

18 总括条款      

19 无形转让      

20 转口管制 X 1936 年 3 月 11 日诏令 X 1936 年 3 月 11 日诏令  

21 转运管制 X  X   

22 再出口管制      

23 供资管制      

24 运输服务管制      

25 进口管制 X 1914 年 1 月 14 日诏令

1937 年 3 月 31 日诏令

1954 年 1 月 30 日诏令

1992 年 12 月 2 日诏令

X 1914 年 1 月 14 日诏令 

1937 年 3 月 31 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令 

1992 年 12 月 2 日诏令 

 

26 域外适用      
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国家法律框架 

执行：民事/刑事处罚 

及其他处罚 

贵国制定了下列哪些法律、程序、

措施或有下列哪些机构，来管制化

学武器及有关材料的过境点、进出

口及其他转让活动？是否规定了对

违法者的处罚？ 是 如果“是”，请指出法源文件 是 如果“是”，请指出法源文件 备注 

27 其他 X 正在拟订一项国家法

律，规定生产及使用化

学武器构成犯罪。 

政府理事会于2004年 6

月通过了一项法令草

案，规定设立一个全国

机构，负责同原子能机

构协调并监督化武公约

的适用。 

司法部正在研究一项关

于化学材料的国家法

律。 

政府秘书处正在研究关

于化武公约适用问题的

国家法律草案。 

正在拟订一项关于保护

化学武器的国家方案。

平民保护部正在拟订紧

急计划。 

   

 

执行部分第 3(c)段和(d)段，以及执行部分第 6 段和第 10 段的有关事项——核武器，包括有关材料的管制 

国家：摩洛哥 

国家法律框架 

执行：民事/刑事处罚 

及其他处罚 

贵国制定了下列哪些法律、程序、

措施或有下列哪些机构，来管制核

武器及有关材料的过境点、进出口

及其他转让活动？是否规定了对违

法者的处罚？ 是 如果“是”，请指出法源文件 是 如果“是”，请指出法源文件 备注 

1 边境管制 X 1936 年 3 月 11 日诏令

1937 年 3 月 31 日诏令

1958 年 9 月 2 日诏令 

X 1936 年 3 月 11 日诏令 

1937 年 3 月 31 日诏令 

1958 年 9 月 2 日诏令 

报告第 4 页 
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国家法律框架 

执行：民事/刑事处罚 

及其他处罚 

贵国制定了下列哪些法律、程序、

措施或有下列哪些机构，来管制核

武器及有关材料的过境点、进出口

及其他转让活动？是否规定了对违

法者的处罚？ 是 如果“是”，请指出法源文件 是 如果“是”，请指出法源文件 备注 

2 边境管制措施的技术

支助 

  X 港口：遵照国际船舶和

港口设施保安规则；商

港的设备遵照船舶自

动识别系统和船舶交

管系统及 ARPA 系统标

准……… 

空港：按照国际民用航

空组织标准………，执

行各种措施 

报告第 5 页 

3 控制经纪、买卖、谈

判或以其他方式协助

货物及技术销售 

X 1914 年 1 月 14 日诏令

1937 年 3 月 31 日诏令

1954 年 1 月 30 日诏令

1992 年 12 月 2 日诏令

X 1914 年 1 月 14 日诏令 

1937 年 3 月 31 日诏令 

1954 年 1 月 30 日诏令 

1992 年 12 月 2 日诏令 

  

4 执行机构/部门      

5 实施的出口管制法律 X 1936 年 3 月 11 日诏令 X 1936 年 3 月 11 日诏令  

6 许可证颁发规定      

7 个别许可证颁发      

8 普通许可证颁发      

9 许可证颁发的例外规

定 

     

10 预期出口许可证颁发/

签证 

     

11 国家许可证颁发部门  全国辐射防护中心   报告第 4 页 

12 许可证颁发机构间审

查 

     

13 管制清单      

14 清单的更新      

15 含有技术      

16 含有运载工具      
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国家法律框架 

执行：民事/刑事处罚 

及其他处罚 

贵国制定了下列哪些法律、程序、

措施或有下列哪些机构，来管制核

武器及有关材料的过境点、进出口

及其他转让活动？是否规定了对违

法者的处罚？ 是 如果“是”，请指出法源文件 是 如果“是”，请指出法源文件 备注 

17 最终用户控制      

18 总括条款      

19 无形转让      

20 转口管制 X 1936 年 3 月 11 日诏令 X 1936 年 3 月 11 日诏令  

21 转运管制 X 1936 年 3 月 11 日诏令 X 1936 年 3 月 11 日诏令  

22 再出口管制      

23 供资管制      

24 运输服务管制      

25 进口管制 X 1977年 10月 28日法令

(全国辐射防护中心) 

1937 年 3 月 31 日诏令

X 1937 年 3 月 31 日诏令 报告第 4 页 

26 域外适用      

27 其他      
 
 

执行部分第 6、7 和 8(d)段——管制清单，援助，信息 

国家：摩洛哥 

是否能够就下列问题提供信息? 是    备注 

1 管制清单——物项(货物/

设备/材料/技术) 

     

2 管制清单——其他      

3 提供的援助      

4 要求的援助 是     

5 正在提供的援助(双边/诸

边/多边) 

     

6 向产业界提供信息      

7 向民众提供信息       
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附件 

  摩洛哥加入的国际裁军公约及条约 

公约或条约 通过地点及日期 文书生效日期 摩洛哥签署日期 摩洛哥批准日期 

1. 禁止在战争中使用窒息性、

毒性或其他气体和细菌作

战方法的议定书 

1925 年 6 月 17 日

日内瓦 

1928 年 2 月 8 日 1970 年 7 月 27 日 1970 年 10 月 7 日

2. 国际原子能机构规约 1956年10月23日

纽约 

1957 年 7 月 29 日 1957 年 6 月 8 日 1957 年 9 月 17 日

3. 原子能机构特权与豁免协

定 

1959 年 7 月 1 日

日内瓦 

1977 年 3 月 30 日 1976年12月17日 1977 年 3 月 30 日

4. 关于核损害的民事责任的

维也纳公约 

1963 年 5 月 21 日

维也纳 

1977年11月12日 1984年11月30日 —— 

5. 禁止在大气层、外层空间和

水下进行核武器试验条约 

1963 年 8 月 5 日

莫斯科 

1963年10月10日 1963 年 8 月 30 日 1966 年 2 月 1 日

6. 关于各国探测和利用包括

月球和其他天体在内的外

层空间活动的原则条约 

1967 年 1 月 27 日 1967年10月10日  1967年 12月22日

7. 关于援救航天员、送回航天

员及送回射入外空之物体

之协定 

1968 年 4 月 22 日

伦敦、华盛顿、纽

约 

1968 年 12 月 3 日 1970 年 7 月 27 日 1970年 11月20日

8. 不扩散核武器条约 

   与原子能机构签订的保障

协定 

   与原子能机构签订的保障 

   协定的附加议定书 

1968 年 7 月 1 日

伦敦、莫斯科、 

华盛顿 

1997 年 5 月 15 日

1970 年 3 月 5 日

 

 

1997 年 6 月 

1968 年 7 月 1 日 

1973 年 3 月 30 日 

 

2004 年 9 月 22 日 

1970年 11月27日

9. 原子能机构规约第六条的

修正案 

1970 年 9 月 28 日

纽约 

1973 年 6 月 1 日 —— 1971 年 6 月 25 日

10. 禁止在海床洋底及其底土

安置核武器和其他大规模

毁灭性武器条约 

1971 年 2 月 11 日

伦敦、莫斯科、华

盛顿 

1972 年 5 月 18 日 1971 年 2 月 18 日 1971 年 7 月 26 日
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公约或条约 通过地点及日期 文书生效日期 摩洛哥签署日期 摩洛哥批准日期 

11. 外空物体所造成损害之国

际责任公约 

1972 年 3 月 29 日

莫斯科、伦敦、华

盛顿 

1972 年 9 月 1 日  1983 年 3 月 15 日

12. 禁止细菌(生物)及毒素武

器的发展、生产及储存以

及消毁这类武器的公约 

1972 年 4 月 10 日

华盛顿 

1975 年 3 月 26 日 1972 年 5 月 2 日 2002 年 3 月 21 日

13. 关于登记射入外层空间物

体的公约 

1975 年 1 月 14 日 1976 年 9 月 15 日  批准程序处于最

后阶段 

14. 禁止为军事或任何其他敌

对目的的使用改变环境的

技术的公约 

1977 年 5 月 18 日

日内瓦 

1978 年 10 月 5 日 1977 年 5 月 18 日 —— 

15. 关于各国在月球和其他天

体上活动的协定 

1979年12月18日

纽约 

1984 年 7 月 11 日  1993 年 2 月 20 日

16. 核材料实物保护公约 1979年10月26日

维也纳 

1987 年 2 月 8 日 1980 年 7 月 25 日 2002 年 7 月 23 日

17. 禁止或限制使用某些可被

认为具有过分伤害力或滥

杀滥伤作用的常规武器公

约 

 - 关于激光致盲武器的议定

书(第四号议定书) 

1980年10月10日

日内瓦 

1983 年 12 月 2 日 1981 年 4 月 10 日 2002 年 3 月 19 日

18. 及早通报核事故公约 1986 年 9 月 26 日

维也纳 

1986 年 9 月 26 日 1986 年 9 月 26 日

维也纳 

1993 年 10 月 7 日

19. 核事故或辐射紧急援助公

约 

1986 年 9 月 26 日

维也纳 

1987 年 2 月 26 日 1987 年 9 月 26 日 1993 年 10 月 7 日

20. 关于适用维也纳公约和巴

黎公约的共同议定书(核

损害民事责任) 

1988 年 9 月 21 日 1992 年 4 月 27 日 1988 年 9 月 21 日 1992 年 11 月 9 日

21. 非洲区域核科学技术研

究、发展和训练合作协定

(核科技协定) 

1990 年 2 月 21 日 ——  2000 年 8 月 17 日
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公约或条约 通过地点及日期 文书生效日期 摩洛哥签署日期 摩洛哥批准日期 

22. 关于在可塑炸药或薄片炸

药中添加识别剂以便侦测

的公约 

1991 年 3 月 1 日   1999 年 3 月 19 日

23. 关于禁止发展、生产、储

存和使用化学武器及销毁

此种武器的公约 

1993 年 1 月 13 日

巴黎 

1997 年 4 月 29 日 1993 年 1 月 13 日 1995年 12月13日

24. 佩林达巴条约 1995 年 6 月 2 日

佩林达巴(南非) 

—— 1996 年 4 月 11 日 —— 

25. 核安全公约 1994 年 6 月 17 日

维也纳 

1996年10月24日 1994年12月10日 1994 年 12 月 1 日

26. 禁止或限制使用某些可被

认为具有过分伤害力或滥

杀滥伤作用的常规武器公

约附加议定书 

1995年10月13日

维也纳 

1998 年 7 月 30 日  2002 年 3 月 19 日

27. 禁止或限制使用地雷(水

雷)、诱杀装置和其他装置

的议定书(第二议定书) 

1996 年 5 月 3 日

日内瓦 

1998 年 12 月 3 日 1996年___月___日 2002 年 3 月 19 日

28. 全面禁止核试验条约 1996 年 9 月 10 日

日内瓦 

—— 1996 年 9 月 24 日 2000 年 4 月 17 日

29. 核损害补充赔偿公约 1997 年 9 月 12 日

维也纳 

—— 1997 年 9 月 29 日 1999 年 7 月 6 日

30. 1963 年 5 月 21 日关于核

损害民事赔偿责任的维也

纳公约修正议定书 

1997 年 9 月 12 日

维也纳 

2003 年 10 月 4 日 1997 年 9 月 29 日 1999 年 7 月 6 日

31. 废燃料管理安全和放射性

废物管理安全联合公约 

1997 年 9 月 29 日

维也纳 

2001 年 6 月 16 日 1997 年 9 月 29 日 1999 年 7 月 23 日

32. 防止弹道导弹扩散国际行

为准则 

2002年11月25日

海牙 

 2002年 11月25日 —— 

 


